
［標準様式例7-2］

契 約 変 更 年 月 日 令和8年3月16日

契 約 業 者 名 関東建設マネジメント株式会社

契 約 業 者 の 住 所 埼玉県さいたま市大宮区吉敷町４-２６２-１６

業 務 の 名 称 R7・8富士川砂防事務所用地補償総合技術業務

業 種 区 分 補償コンサルタント業務

業 務 概 要

履 行 期 間 （ 自 ） 令和7年4月11日

履 行 期 間 （ 至 ） 令和8年3月31日

変 更 前 の 契 約 金 額 39,424,000円（税込み）

変 更 金 額 -1,650,000円（税込み）

変 更 後 の 契 約 金 額 37,774,000円（税込み）

変 更 理 由

（第１回、最終）契約変更の内容

※（第○回、最終）は、途中変更契約の場合には「第○回」に○印をつけ変更の回数を
　記入する。最終変更の場合は「最終」に○印を付ける。

 1．公共用地交渉の進捗に伴い、令和７年度業務対象権利者数を減し、
　　令和８年度業務対象権利者数を増する。

 2．概況ヒアリング等　　区分Ｂ　　Ｂ－イ
　　公共用地交渉の協議状況により増工する。

 3．概況ヒアリング等　　区分Ｂ　　Ｂ－ロ
　　公共用地交渉の協議状況により減工する。

 4．補償額算定書の照合　　薪炭林　（自然生林）　　傾斜地
　　公共用地交渉の協議状況により減工する。

 5．補償額算定書の照合　　薪炭林　（自然生林）　　急傾斜地
　　公共用地交渉の協議状況により増工する。

 6．公共用地交渉用資料の作成等　　区分Ｂ　　Ｂ－イ
　　公共用地交渉の協議状況により増工する。

 7．公共用地交渉用資料の作成等　　区分Ｂ　　Ｂ－ロ
　　公共用地交渉の協議状況により減工する。

 8．公共用地交渉（調書の説明確認）　　区分Ｂ　　Ｂ－イ
　　公共用地交渉の協議状況により増工する。

 9．公共用地交渉（調書の説明確認）　　区分Ｂ　　Ｂ－ロ
　　公共用地交渉の協議状況により減工する。

 10．公共用地交渉（補償内容等の説明）　　区分Ｂ　　Ｂ－イ
　　公共用地交渉の協議状況により増工する。

 11．公共用地交渉（補償内容等の説明）　　区分Ｂ　　Ｂ－ロ
　　公共用地交渉の協議状況により減工する。

 12．公共用地交渉（損失補償協議書の交付説明）　　区分Ｂ　　Ｂ－イ
　　公共用地交渉の協議状況により増工する。

 13．公共用地交渉（損失補償協議書の交付説明）　　区分Ｂ　　Ｂ－ロ
　　公共用地交渉の協議状況により減工する。

 14．公共用地交渉（補償契約書の説明承諾）　　区分Ｂ　　Ｂ－イ
　　公共用地交渉の協議状況により増工する。

 15．公共用地交渉（補償契約書の説明承諾）　　区分Ｂ　　Ｂ－ロ
　　公共用地交渉の協議状況により減工する。

 16．工期は元設計のとおりとする。

業 務 場 所

・富士川水系直轄砂防事業　尾白川下流床固群事業
・富士川水系直轄砂防事業　尾白川第二砂防堰堤改築事業
・富士川水系直轄砂防事業　いし沢砂防堰堤事業
・富士川水系直轄砂防事業　小武川下流床固群事業
・富士川水系直轄砂防事業　上原沢砂防堰堤事業
・富士川水系直轄砂防事業　上木之間砂防堰堤事業
・富士川水系直轄砂防事業　涸沢砂防堰堤事業
・富士川水系直轄砂防事業　仲島砂防堰堤事業

（変更した内容について記
述する）

本業務は、富士川砂防事務所における砂防の整備事業等に必
要な土地の取得及びこれに伴う損失の補償等に関する公共用
地交渉等を行い、当該事業の用地取得の早期進捗を図ることを
目的とする事業である。


